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※「障害」「障がい」の表記について 

 本計画内では、法令名や固有名詞については「障害」、その他の、人の状態等を表す

場合については、『害』がもつ否定的なイメージを考慮し、「障がい」と表記してい

ます。 
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１．計画の概要 

１－１．計画策定の背景と趣旨 

 近年、障がいの重度化と高齢化が進む中で、福祉ニーズはますます複雑多様化してお

り、私たちを取り巻く社会生活において、すべての障がいのある人が地域で安心して生

活できる住みやすいむらづくりが求められています。 

「障害者基本法」及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」（以下、「障害者総合支援法」という。）の「全ての国民が、障害の有無にかかわらず

等しく基本的人権の享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」との理

念、及び「児童福祉法」の「全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、適

切に養育されること」との理念を実現するため、「昭和村障がい者計画・昭和村障がい福

祉計画・昭和村障がい児福祉計画」を定め、地域の実情やニーズに沿った支援を行うた

めの施策に取り組んでまいります。 

【参考 障害者施策に関わる主な関係法令の動向】 

 関連法令 概要 

平 成

17年 
・発達障害者支援法の施行 ・発達障がいの定義づけ 

平 成

18年 

・改正障害者雇用促進法の施行 

・障害者自立支援法の施行 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律の施行 

・雇用対策の強化、助成の拡大等 

・福祉サービス体系の再編 

・総合的なバリアフリー化の推進等の規定 

平 成

19年 
・改正障害者基本法の施行 ・市町村障害者計画の義務化 

平 成

21年 
・改正障害者雇用促進法の施行 

・障がい者雇用の一層の促進、短時間労働に対応

した雇用率制度の見直しなど 

平 成

22年 
・障害者自立支援法等の一部改正 

・利用者負担や障がい者の範囲及び障害程度区

分の見直しなど 

平 成

23年 

・障害者基本法の改正 

・障害者虐待防止法の成立 

・目的規定や障がい者の定義の見直しなど 

・障がい者の虐待の防止に係る国等の責務、 

障がい者虐待の早期発見の努力義務を規定 

平 成

25年 

・障害者総合支援法の施行 

・障害者差別解消法の成立 

・障害者自立支援法の廃止に伴う障がい者の範

囲の見直しや障害支援区分の創設など 

・障がいを理由とする差別の解消の推進に関す

る基本的な事項や措置等を規定 

平 成

28年 
・成年後見制度利用促進法の成立 

・地域の需要に応じた成年後見制度の利用促進、

体制の整備、国の基本計画を踏まえた市町村計

画の策定など 

平 成

30年 

・改正障害者総合支援法の施行 

・改正児童福祉法の施行 

・障がい者の生活と就労に対する支援の充実 

・高齢障がい者による介護保険サービスの円滑

な利用促進 

・市町村障害児福祉計画の策定 

・障がい児支援のニーズの多様化への対応 

第１章 総論 
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１－２．計画の位置づけ 

 本計画は、国及び県の計画との整合性を図りながら、障害者基本法に基づく「市町村

障害者計画」、障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」、児童福祉法に基づく

「市町村障害児福祉計画」として策定するものです。 

 障害者計画 障害福祉計画・障害児福祉計画 

根拠法令 障害者基本法 障害者総合支援法・児童福祉法 

性  格 

 

・障がい者の福祉に関する施策及び障

がいの予防に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、障がい

者のために施策に関する基本的な計

画（障害者基本法第 11条第３項） 

・長期的な見通しに立って効果的な障

がい者施策の展開を図る計画 

・各年度における障害（児）福祉サービ

スごとに必要な見込み量を算出し、そ

の見込み量を確保するための方策を

定める計画 

（障害者総合支援法第８８条第１項、 

児童福祉法第３３条の２０） 

位置づけ 
国の「障害者基本計画」を基本とした 

障害者のための施策に関する総合計画 

障害者計画のうちの障害（児）福祉サー

ビス分野の実施計画 

■ 障害者計画と障害（児）福祉計画の一体性の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 障害者基本法・障害者総合支援法・児童福祉法条文】 

障 害 者 基 本 法 第 1 1 条 第 3 項  

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村におけ

る障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画

（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

障害者総合支援法第 88 条第 1 項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制

の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

児童福祉法第３３条の２０ 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障

害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」

という。）を定めるものとする。 

市町村障害者計画 

障がい者のための施策に関する基本的な計画 

市町村障害（児）福祉計画 

障害福祉サービス、相談支援及び地域生活

支援事業の提供体制の確保に関する計画 
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１－３．計画の策定体制 

 計画の策定にあたっては、学識経験者、保健・医療・福祉関係者、教育関係者、行政

関係者、各種団体の代表者等を委員とする「昭和村保健福祉審議会」により、計画策定

のための検討を行いました。庁内においても、保健福祉課を中心に関係各課とも必要な

連携を行い計画の策定を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４．計画の期間 

 計画推進スケジュール 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

      

      

昭和村障がい者計画の期間は、令和３年度を初年度とし、令和８年度までとします。 

昭和村障がい（児）福祉計画は 3年ごとに策定することとされています。 

本計画は、令和３年度から令和５年度までの 3年間を期間とします。 

昭和村障がい者計画 

昭和村障がい福祉計画：第６期 

昭和村障がい児福祉計画：第２期 

見直し 
昭和村障がい福祉計画：第７期 

昭和村障がい児福祉計画：第３期 

庁内案の作成 

 村  長 

保健福祉課 

（事務局） 

関係各課 

連 携 

提 案 

報 告 

意 見 

保 健 福 祉 

審 議 会 

障がい者・住民意向 

専 門 的 知 識 の 反 映 

協 議 

検 討 

福 島 県 

障 が い 者 計 画 

障 が い 福 祉 計 画 

障 が い 児 福 祉 計 画 

調 整 

アンケート調査 

計 画 対 象 者 

の 意 向 確 認 

調 査 

意 向 

（予定） 
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１－５．計画期間中の見直しについて 

 障害者基本法や障害者総合支援法等の関係法令の改正、及び新たな法令の制定など、

随時国内法令の整備が行われ、これからも新たな制度改革や取り組みがいっそう進めら

れていく予定です。このような動向を踏まえ、計画に定める事項について、定期的に調

査、分析及び評価を行い、必要があると認められるときは、計画期間中においても本計

画の見直し・変更その他必要な措置を講じるもの（ＰＤＣＡサイクル）とします。 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 障害者総合支援法条文】 

障害者総合支援法第 88 条第 2 項 

市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害福祉計画に同条第三項各号に

掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。）について、調査、分析

及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害福祉計画を変更することその他

の必要な措置を講ずるものとする。 

児童福祉法第３３条の２１ 

市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害児福祉計画に同条第三項各号

に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。）について、調査、分

析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害児福祉計画を変更することそ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

計画（Plan） 
・障害者・障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目

標、サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示 

実行（Do） ・計画の内容を踏まえ、事業を実施する。 

評価（Check） 

・成果目標及び活動指標については、年１回は事業実績を把握し、 

障がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障害者・障害福祉計画の

中間評価として分析・評価を行う。 

・中間評価の際には、保健福祉審議会及び関係機関等の意見を聴く 

とともに、その結果の公表を検討する。 

改善（Act） 
・中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認めるときは、障害者・障害福

祉計画の見直し等を実施。 

Ｐｌａｎ 

Ｃｈｅｃｋ 

Ａｃｔ Ｄｏ 
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１－６．計画の推進に向けて 

■計画達成状況の点検及び評価 

 計画の推進に当たっては、村民の理解や協力を得るために、村広報やホームページな

どにより計画の周知・ＰＲを図るとともに、障がいのある方のニーズや社会環境の変化

等を踏まえながら、毎年、サービス見込量の達成状況や地域生活への移行状況などの点

検や評価を「昭和村自立支援協議会（昭和村保健福祉審議会内）」の中で実施していき

ます。 

 

■関係機関との連携 

 計画内容により事業の実施には、各関係機関との連携が重要となってきます。村内は

もとより、国・県の動向を踏まえつつ、福島県障害者自立支援協議会などで、近隣市町、

関係機関等の機会あるごとに様々な情報交換を進めながら、計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   ~ 6 ~ 

２．障がいのある人の状況 

２－１．障がい者の状況 

 昭和村の障がい児・者数（身体障害者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳

の所持者、重複含む）は、令和２年４月 1日現在で、９８人、人口に対する障がいの出

現率は、７．９%であり、村民の約 1３人に 1 人が身体、知的又は精神に障がいがある

という状況です。 

 

障害者手帳所持者の推移              （単位：人、各年度 4 月 1 日現在） 

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

身体障害者手帳 111 １09 100 90 81 

療 育 手 帳 8 ９ 9 8 8 

精 神 障 害 者     

保 健 福 祉 手 帳 
7 ７ 8 10 9 

合 計 126 １25 117 108 98 

本 村 人 口 １，３３４ １，３０９ １，279 １，267 １，236 

人口に占める割合 ９．4％ ９．5％ ９．1％ 8．5％ 7．9％ 

※異なる種別の複数の手帳を所持している方については、重複しています。 

 

各種障害者手帳の交付状況 

 

 

 

 

 

111人

109人

100人

90人

81人

8人

9人

9人

8人

8人

7人

7人

8人

10人

9人

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人 140人

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳
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１－２．身体障がい者の推移 

 身体障害者手帳の所持者は、人口の減少に伴い、全体として減少の傾向にあります。 

障がい別の比較については、平成 2８年度からの推移を見ると「視覚障がい」「聴覚・

平衡機能障がい」がおおよそ横ばい傾向で、それ以外の障がいは減少傾向にあります。

年齢別の比較については、平成 2８年度から 65 歳以上の身体障がい者は全体の約９割

を占めており、令和２年度の時点で 65 歳以上の村民およそ９人に１人が身体障害者手

帳を所持していることになります。 

 

身体障害者手帳所持者の推移            （単位：人、各年度 4 月 1 日現在） 

区 分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

等 

 

級 

 

別 

１ 級 ２8 ２９ 27 25 21 

２ 級 9 8 7 6 5 

３ 級 31 ３1 28 27 28 

４ 級 34 ３3 30 26 20 

５ 級 ３ ２ 2 2 2 

６ 級 ６ ６ 6 4 5 

障

が

い

別 

視 覚 障 が い ７ ６ 6 6 5 

聴覚・平衡機能 

障 が い 
１2 12 13 11 11 

音声・言語・咀嚼 

機 能 障 が い 
0 0 0 0 0 

肢 体 不 自 由 ６1 58 52 46 42 

内 部 障 が い ３1 33 29 27 23 

年

齢

別 

１ ８ 歳 以 上 

６ ５ 歳 未 満 
8 8 8 8 7 

６ ５ 歳 以 上 １０３ １０１ 92 82 74 

計 １１1 １09 100 90 81 

 令和２年４月１日現在の高齢者人口：６９７人 
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１－３．知的・精神障がい者の推移 

 （１）知的障がいのある人の推移 

療育手帳の所持者は、全体としておおよそ横ばいの傾向にあります。 

療育手帳所持者の推移                （単位：人、各年度 4 月 1 日現在） 

区 分 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 

療 育 手 帳 

交 付 者 

Ａ 

（重度） 
4 4 4 4 4 

Ｂ 

（中軽度） 
4 5 5 ４ ４ 

計 8 9 9 8 8 

（２）精神障がいのある人の推移 

精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療費（精神通院医療）受給者証の所持者は、

全体としておおよそ横ばいの傾向にあります。 

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移         （単位：人、各年度 4 月 1 日現在） 

区 分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 

精 神 保 健 

福 祉 手 帳 

交 付 者 

１ 級 1 １ １ 3 3 

２ 級 4 4 4 3 3 

３ 級 2 ２ 3 4 3 

計 7 7 8 10 9 

自立支援医療費（精神通院医療）受給者証の推移    （単位：人、令和 2 年 4 月１日現在） 

障がいの分類 令和元年度 令和２年度 前年度比 

高次脳機能障害 2 2 0 

統合失調症 6 ６ 0 

気分障害 

（うつ病、双極性障害など） 
7 7 ０ 

神経症性障害 

身体表現性障害 
1 2 +1 

てんかん 1 1 0 

その他 2 0 -2 
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１．基本的な考え方 

１－１．基本理念 

障害者基本法の理念は、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、ひとしく基本的

人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」とうたわれていま

す。この計画は、障害者基本法の理念に則り、全ての村民が、障がいの有無によって分

け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会（＝共生社

会）を実現するため、障がいのある人が必要な支援を受けながら、自らの決定に基づ

き、社会のあらゆる活動に参加する主体としてとらえ、自らの能力を最大限発揮し自己

実現できるむらを目指し、『だれもが住み慣れた地域で安心して暮らせるむらづくり』

を基本理念とします。 

 

１－２．基本目標 

この計画の理念を実現するため、現状分析を踏まえ、次の４つの視点を基本目標と

し、障がい者施策を推進します。 

 

① 障がいのある人を支える地域づくり 

「共生社会」の理念の普及を図るとともに、障がいや障がいのある人に関する村民の

理解を深めるため、正しい知識の普及・啓発や障がいのある人との交流活動や福祉教育

を充実します。 

② 自立した生活を送るための（地域生活）支援の充実 

障がいの有無にかかわらず、村民が地域で安心して暮らすことのできるよう、障がい

のある人が個人としての尊厳にふさわしい地域生活を営むことができるよう、暮らしに

おける様々な支援を進めます。 

③ 生きがいのある暮らしのための支援 

働く意欲のある障がいのある人が、その適性に応じて能力を十分に発揮することがで

きるよう、総合的な就労支援を推進します。また、障がいの有無に関わらず、円滑に社

会活動に参画し生きがいのある暮らしを送ることができるよう、文化芸術活動やスポー

ツ、レクリエーションを行うことができる環境の更なる整備等を推進します。 

④ 安全・安心に暮らせるむらづくり 

障がいのある人の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境の整

備を推進するため、障がいのある人に配慮したむらづくりを推進します。また、東日本

大震災の教訓を踏まえ、防災対策における高齢者、障がいのある人、乳幼児等（災害時

要支援者）の対応は一層重要になってきており、地域における防災・防犯対策を推進し

ます。 

 

 

 

第２章 障がい者計画 
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１－３．計画の体系 

「第６次昭和村振興計画」と前述の基本的な考えを踏まえながら、障がい者が住み慣

れた地域において生きがいをもって住み続けることができるよう、行政はもとより、地

域住民が一体となって障がい者施策を推進していくことが必要です。 

特に地域においては、障がい者の問題を障がい者本人やその家族の問題にとどめず、

地域に住むすべての人の問題として取り組めるように地域ネットワークの構築が重要で

あり、地域に住む住民一人ひとりが地域の中でふれあい、支え合いながら行政と一体と

なって推進していくことが大切です。 
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２．施策の推進 

２－１．相互理解と交流、啓発の推進 

＜現状と課題＞ 

障がい者が住みなれた地域の中で自立し、主体的に社会参加できる地域社会を形成す

るためには、障がいや障がい者に関わる正しい理解と認識を深めるための啓発・広報活

動が大切です。そのため、本村では「広報しょうわ」への関連記事の掲載や障害者手帳

交付者へ「障がい者福祉の手引き」の配布などを行っています。 

障がいについては、障がい者本人、その家族、その他すべての村民の正しい理解によ

り、障がいのある人が、共に生きる仲間として尊重され、そして思いやりや助け合いの

心で支え合う、心やさしい福祉社会を構築していかなければなりません。そのために

は、すべての村民に対し、適切な機会を捉えて、障がいについての多様な啓発・広報活

動を進めることが求められています。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

広報などを活用した

啓発活動の推進 

「広報しょうわ」やパンフレット「障がい者福祉の手引き」な

どに、障がいや障がい者の関連記事を掲載し、障がいについて

関心をもってもらうとともに、理解を深めてもらうよう努め

ます。また、障がい者やその家族の参考となる情報も含め、福

祉全般について、幅広い啓発活動を進めます。 

福祉に関する情報の

定期的な発信 

障がいのある人の社会参加に対する理解の一助となるよう、

障がいのある人の参加する行事などを広報で取り上げるよう

努めます。 

「障害者週間」の周知 
（毎年12月3日～9日） 

「障害者週間」を中心に、障がいのある人とない人の相互理解

推進のため広報等による周知を図ります。 

ボランティア活動の

推進 

障がいのある方が地域において生き生きと暮らすためには、

様々な活動を支援するボランティア活動が重要であり、また、

その活動が村民のおもいやりの心を育むことにもつながりま

す。ボランティアの各種研修の周知やＰＲなど、活動支援の充

実を図ります。 

障がい者の自立意識

の高揚と社会参加の

促進 

障がい者自身の自立意識の高揚と自主的な社会参加を促すた

め、地域生活支援事業や保健事業などの充実を図るとともに、

各種行事への積極的な参加を呼びかけます。 
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２－２．保健・医療の充実 

 

＜現状と課題＞ 

障がいの主な原因としては、疾病、交通事故や労働災害など事故の後遺症、遺伝や発

達の遅れなどがあげられます。また、障がいの原因となる疾患名として、予防が可能な

脳血管疾患や骨関節疾患がもっとも多くの割合を占めています。 

障がいを理解し、疾病の早期発見に向けた健康診査や各種検診の受診率を向上させる

ことで、医学的にも障がいの重度化を予防していくことが大切です。健康診査は、疾病

等の発生予防、疾病や異常の早期発見の機会として重要であり、必要に応じて保健指導

や早期治療に結びつける機会となっています。 

また、複雑化する現代社会では、家庭・学校・職場等の日常生活の場でのストレスが

増大し、うつ病、アルコール依存症等の疾患をはじめ、ひきこもりなど様々な形の心の

不健康な人がいます。こうした人たちが地域で孤立して症状が悪化しないよう、適切な

対応が必要となっています。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

成人・老人の疾病予防

対策及び保健事業の

充実 

人間ドックや健診で、生活習慣病の早期発見に努めます。ま

た、生活習慣を見直すことにより、疾病の予防につなげ、健康

を維持していく取り組みを行います。特に、各種健診の受診率

の向上と事後指導の徹底を図っていきます。 

精神保健相談事業等

の充実 

村では、柳津町・三島町・金山町が協同で回復途上にある精

神障がい者の社会復帰を図るために調理実習等の生活指導、

創作活動、レクリエーション活動を月１回実施し、 精神障

がいのある方の自立支援を行っています。 

母子保健事業の充実 

障がいの原因となる疾病等を予防するため、妊産婦や乳幼児

に対する相談指導、発育の遅れを可能な限り早期に発見する

ための乳幼児健康診査など異常早期発見や健康増進に努めま

す。また、関係機関と情報交換を行い、多面的なアプローチに

よる支援を行います。 

相談窓口・療育体制の

整備 

子どもの健全育成支援のため相談窓口の充実を図り、関係機

関との連携による、障がいの早期発見・早期療育への一貫し

た相談体制を推進します。障がいの疑いが見られる乳幼児に

ついて、乳幼児発達観察相談会で専門家の指導を受け、医療

機関への受診勧奨を行うとともに、必要に応じて療育機関へ

の移行を助言します。 

 

 

① 障がいの原因となる疾病等の予防・治療 
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＜現状と課題＞ 

保健・医療サービスは、障がいによる機能低下の軽減、二次障がいの予防、健康の増

進、社会復帰のためのリハビリテーション等、障がいのある人の自立を支援するために

重要な意義を有しています。また、障がいのある人の高齢化や障がいの重度化が進行す

る中、保健・医療・福祉サービスの提供が一体となって障がいのある人の生活の質の向

上を図ることが求められています。これらを踏まえ、適切なサービスが受けられるよ

う、今後とも体制整備を図っていきます。 

難病を有する人に対しては、国で指定した特定疾患について、医療費の一部を助成し

ていますが、今後とも難病を有する人の自立と社会参加を促進し、地域において安心し

て生活できるよう支援を行っていくことが重要です。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

医療費の給付等の継

続 

自立した日常生活及び社会生活を営むために障がいのある人

が適切な医療を受けることが出来るよう、公費による医療費

助成制度（重度心身障害者医療助成事業、更生・育成医療）

を今後も実施していきます。 

保健・医療サービス

等に関する適切な情

報提供 

会津保健福祉事務所、近隣町村、地域包括支援センター等と

連携し、障がいの特性に応じた保健・医療に関する適切な情

報提供に努めます。 

通院等の交通利便性

の確保 

障がいのある人に対する保健、医療サービスが安定して提供

されるよう、診療所送迎バスによる巡回を行います。また、連

携した医療体制の構築のため村外医療機関への通院等の交通

利便性の確保に努めます。 

成人・老人保健事業等

の推進 

「昭和村高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に沿った成

人・高齢者を対象とした一次予防を重視した施策を実施し、健

康増進及び疾病予防に努めます。また、「地域包括支援センタ

ー」を中心に生活機能の低下を防ぐための体操や手工芸の創

作活動など行う「お達者くらぶ」などの事業を展開し、保健事

業等の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

② 適切な保健・医療の提供 
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２－３．社会参加の促進 

＜現状と課題＞ 

村民の誰もがいきいきと充実した生活が送れるようになるためには、障がいのある人

もない人も隔たりなく生涯を通じて、自発的学習を促すための施策が重要であります。     

障がいのある人の生涯学習に対する意識向上に努めるとともに、参加しやすい施設整

備や環境整備を推進し、また参加できる活動の情報提供を充実してまいります。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

文化活動・講座の参加

への配慮 

文化活動に関する講演会や講座などにおいて、障がいのある

人も参加しやすいように配慮します。文化活動の情報提供を

随時行い、生涯学習に対する意識向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  ~ 15 ~ 

２－４．福祉サービスの充実 

 

 

＜現状と課題＞ 

障がい者の自立と社会参加を促進するためには、地域や家庭で快適な生活が送れるよ

う、それぞれの障がいに応じた様々な福祉サービスの提供を確保する必要があります。 

障がい者の自己決定の尊重、障がい者本位のサービスの提供を基本としながら、障が

いのある人ができるだけ自立した生活が送れるよう障害福祉サービスの質の向上を図る

ことが求められています。日々の在宅生活を快適に、かつ自立して送れるよう、障がい

のある人へのサービスの提供とあわせて、介護を担う家族等を支援するサービスの提供

体制の充実とともに、日中活動の場などの確保が必要です。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

相談支援機能の充実 

障がい者本人やその家族が安心して生活できるよう、障がい

者のニーズ等に応じて、サービス情報の提供や、相談支援の

充実を図ります。 

居宅介護サービスの

充実 

障がい者のニーズ・実情を踏まえ、者総合支援法の制度に対

応した介護給付サービス（＝共生型サービス）について、事

業所の協力を得ながら、支援体制の整備・充実を図ります。 

地域生活支援事業の

実施 

日常生活用具給付事業や移動支援事業など地域の実情に応じ

た柔軟な事業形態で、障がい者の地域における生活を支援し

ます。 

地域交流・福祉活動

の促進 

住み慣れた地域で障がい者の自立活動を支援するため、よつ

ばの会、ＹＹサークル等の地域交流活動の積極的な促進及び

支援を行います。また、社会福祉協議会、民生委員・児童委

員、行政区、ボランティア団体等の協力を得ながら、地域福

祉活動の活性化を図ります。 

地域包括支援センタ

ーとの連携 

地域包括支援センターが、障がいのある高齢者の相談に適切

かつ円滑に対応できるよう、介護事業者や関係機関との連携

情報交換に努めます。また、介護保険制度の介護給付に加

え、さらに障害福祉サービスを必要とする場合、引き続き障

がい者施策における適切なサービスの提供に努めます。 

 

 

① 在宅福祉サービスの充実 
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＜現状と課題＞ 

在宅が困難な障がい者の生活の場として、また地域で生活する障がい者や介護者を支

援する専門機関として、入所型の障がい者福祉施設が大きな役割を果たしています。 

しかし、本村では、村内に身体障がい者や知的障がい者の入所施設がないため村外の

施設へ広域的に入所しています。入所の希望等があった場合、早急に対応できるよう関

係機関と連携してまいります。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

関係機関との連携強

化 

高等養護学校からの新規入所等をはじめ、障がいの程度の変

化や要望に応じた、施設の移動等や就労移行について、関係

機関等と調整しながら支援体制の整備を図ります。 

 

 

 

＜現状と課題＞ 

障がい者が自立した生活を営むうえで、経済面の保障が重要です。本村では、生活の

援助のため各種施策を実施していますが、複数の担当窓口を介する場合があるため、制

度の周知徹底や手続きの簡素化などの課題があります。また、障害基礎年金・各種手

当、資金の貸付制度などの充実を求める要望も多く、税制上の軽減や関連制度の充実も

求められています。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

年金制度・福祉制度

の周知 

「広報しょうわ」やパンフレット「障がい者福祉の手引き」

などにより、各制度の広報、普及啓発に努めます。 

各種助成制度の充実 

障がい者が日常生活を営むための各種優遇制度（鉄道、航空

機、有料道路通行料、ＮＨＫ受信料などの割引制度）の周知

を図るとともに、関係機関や事業者に対して制度の充実を要

望していきます。 

 

 

 

 

 

② 施設福祉サービスの充実 

③ 生活の安定 
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２－５．雇用・就労の促進 

＜現状と課題＞ 

障がいの重度化と高齢化により障がいのある人が適正と能力に応じた職業に就き、 

働くことを通じて社会参加し自立した生活を送ることには多くの困難が伴っています。

障がい者が自立のひとつの手段として職業に就き、社会参加できる地域づくりを実現す

るため、障がい者が地域の中で、一人ひとりに合った多様な就労形態が創り出されるよ

う職場環境の整備、経営者の理解と協力により、障がい者の雇用が促進されるよう、啓

発・広報活動を行うことが求められています。  

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

障がいのある人の雇

用の推進 

「昭和村障がい者活躍推進計画」（令和２年４月１日策定）に

基づき、雇用のための環境整備を検討し、障がいのある職員を

含む全ての職員が働きやすい職場づくりに取り組みます。 

村内の企業や公共職業安定所等との連携を図りながら、障が

い者の雇用の創出に努めます。 

雇用促進の啓発活動

の推進 

障がいのある人の雇用や就労問題に関する啓発活動を推進し

ます。また、事業主はもとより村民に対しても、広く理解と協

力を得るための啓発活動を、積極的に展開していきます。 
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２－６．障がい児への支援の充実 

＜現状と課題＞ 

障がいのある子どもの発達レベルや障がいの状況は、多種多様です。乳幼児期におけ

る心身の発育・発達は重要であるため、一人ひとりの発達や状態に応じた保健指導、保

育・教育の充実が必要です。 

また、乳幼児期から学校卒業後にわたって、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が

連携をとりながら、障がいのある子ども及び保護者に対する相談及び支援を行うことが

重要であり、そのためにも連続した相談支援体制を整備することが必要です。 

 

＜主な施策の方向＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組み 概要 

療育体制の整備 

乳幼児期から一貫した支援体制が取れるよう、保健・福祉・教

育の役割と機能について、全庁的な取り組みの中で検討しま

す。障がいをもつ子に、早期に適切な教育・保育が進められる

よう、医師、保健師、保育所、学校関係者等との連携により、

個々の障がいの程度・適性に応じた保育・教育に努めます。 

特別支援教育体制の

充実 

自閉症などの障がいのある児童・生徒に対し、学力や生活能力

を向上するため、障がい児教育の支援体制の充実を図ります 

障がい者の人権に関

わる教育や共生社会

の実現のための教育

の推進 

共に学び合う教育を推進し、障がいに対する偏見や差別を取

り除き、障がい者の人権や生活に係わる諸課題を、共に解決し

ていこうとする意欲を育て、共に生きる社会の実現をめざす

教育の実践に努めます。 
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２－７．生活環境の整備 

 

 

＜現状と課題＞ 

ノーマライゼーションの「障がいの有無や性別、年齢の違いなどによって区別される

ことなく、生活や権利が保障されるような環境を整備する」という理念に基づき、障が

いのある人が住みなれた地域で安心していきいきと暮らし、積極的に社会参加できるよ

うにするために、建築物、道路、公共交通機関の施設や設備を安全かつ円滑に利用でき

るよう、バリアフリー化を進めるとともに、障がいの有無にかかわらず誰もが利用しや

すい施設や設備を設計する 「ユニバーサルデザイン」 の考え方を取り入れていく必要

があります。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

日常生活用具給付に

おける住宅改修 

生活の利便性を確保するため、入浴補助用具や住宅内の手す

り等の日常生活用具の利用を促進します。 

また、周知徹底を図り制度の普及啓発に努めます。 

公共施設のバリアフ

リー化の推進 

新たに整備する施設のバリアフリー化はもとより、 既存の

施設についても利用実績や緊急性を勘案しバリアフリー化を

推進します。 

地域生活支援拠点の

機能の充実 

近隣町村と「会津西部地域生活支援拠点」を整備し、今後は運

用状況を検証・検討しながら、地域の実情や障がい者のニーズ

に対応したサービスの提供が行えるよう、体制づくりを進め

ていきます。 

※地域生活支援拠点‥障がい者の重度化・高齢化や「親亡き

後」を見据えた緊急時の受入や居住支援のための機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 住まい・むらづくりの推進 

②  
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＜現状と課題＞ 

障がい者が不当で差別的な扱いを受けたり、養護者や使用者等から虐待を受けたりす

ることを防ぐために、早期の発見や本人及び家族等への支援など、日頃から地域での見

守りが大切です。また、障がい者の重度化・高齢化や、障がい者の支える親の高齢化に

より、成年後見制度の利用が必要となる人に対する支援も必要になります。 

障がい者の権利が守られ、自立した生活を送れるための体制づくりを進めていかなく

てはなりません。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

差別的な取扱いや虐

待の防止・早期発見 

障がいへの理解を促すための啓発活動を推進します。また、

本人や家族等に対する相談や見守り体制の構築に努めます。 

成年後見制度の利用

促進 

近隣町村と連携して、中核機関の設置や、協議の場を設ける

などし、成年後見制度利用のための体制を構築し、利用促進

を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 障がい者の権利擁護 
③  
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２－８．防災・防犯体制の充実 

 

 

＜現状と課題＞ 

東日本大震災以降、防災に対する意識は高まっている状況です。障がい者が住みなれ

た地域で安心して暮らしていくには、障がいの程度や状態に合わせた防災・防犯対策が

求められており、障がい者に対する災害情報の伝達や、災害発生時における迅速な避難

誘導などが大きな課題になっています。 

 

＜主な施策の方向＞ 

取り組み 概要 

防災・防犯知識の啓

発 

災害時の被害を最小限に食い止めるため防災知識の普及に努

めます。警察・消防・行政区・民生委員などとの連携によ

り、地域ぐるみで犯罪や事故から障がい者を守る意識の高揚

に努めます。 

福祉避難所の整備 

障がいのある人を含む災害時要援護者に対して、医療機関や

社会福祉施設等への二次的避難措置について対策を進めま

す。また、災害時要支援者の避難が迅速かつ円滑に行われる

ように、地域における支援ネットワークの構築と災害時避難

行動要支援者台帳の整備を進めます。 

防犯体制の確立 
警察、地域の方々と 連携し障がいのある人犯罪に巻き込ま

れことを未然に防ぐための協力・連絡体制を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 防災・防犯対策の充実 
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１．基本的な考え方 

１－１．基本方針 

 障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、国の「障害福祉サービス等及び障害児通所支

援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に基づ

き、障がい者・障がい児の地域生活を支援するための障害福祉サービス等の成果目標等

や、提供体制等の確保に関して定めるものです。 

また、障がい者計画の「２－４．福祉サービスの充実」に関連があります。 

第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画の期間は令和３年～令和５年度です。 

 

１－２．基本指針の見直しについて 

第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画の基本指針から、主に下記の内容が

見直されました。 

 

■地域における生活の維持及び継続の推進 

■精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

■相談支援体制の充実・強化等 

■障害福祉人材の確保 

■福祉施設から一般就労への移行等 

■発達障害者等支援の一層の充実 

■障害者の社会参加を支える取組 

■「地域共生社会」の実現に向けた取組 

■障害児通所支援等の地域支援体制の整備 

■障害福祉サービスの質の向上 

  

これらを反映した内容について、２９ページ以降で令和５年度までの成果目標を設定

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画 



  ~ 23 ~ 

２．総合的な自立支援システム 

障がい者・障がい児を支える仕組みとして、障害者総合支援法（障がい児においては

障害者総合支援法及び児童福祉法）に基づく「自立支援給付（障害福祉サービス）」「地

域生活支援事業」等があります。 

 

 

 

           

 

  

障がい者・児 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者が地域で安心して暮らせる社会の実現 

介護給付 

・居宅介護 

・重度訪問介護 
・行動援護 
・同行援護 
・療養介護 

・生活介護 
・短期入所 
・重度障害者等包括支援 
・施設入所支援 

訓練等給付 
・自立訓練 

・就労移行支援 
・就労継続支援 
・就労定着支援 
・共同生活援助 
・自立生活援助 

自立支援医療 
・精神通院医療 

・更生医療 
・育成医療 

補 装 具 

地域生活支援事業 
・相談支援  ・コミュニケーション支援  ・日常生活用具の給付  ・移動支援 

  ・地域活動支援センター 等 

 
・地域移行支援 
・地域定着支援 

 

〈特  徴〉①障がいの種類によらない共通のサービス 

      ②サービス費用を皆で支え合う（原則として費用の１割を負担） 

      ③働きたい人の支援 

      ④身近な地域でサービスを利用できる 

計画相談支援給付 

障がい児支援 

・児童発達支援 ・医療型児童発達支援 ・放課後等デイサービス ・保育所等訪問支援 

・居宅訪問型児童発達支援 ・福祉型障がい児入所施設 ・医療型障がい児入所施設 

・障がい児相談支援 
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【障害福祉サービス】 

 個々の障がいの程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）をふまえ、

個別に支給決定を行うものです。 

 

■サービスの種類 

 

   ①在宅生活を支援する『訪問系サービス』 

   ②施設への通所や入所施設での昼間のサービスである『日中系サービス』 

   ③入所施設での夜間のサービスやグループホームなどの『居住系サービス』 

   ④サービスの利用や地域での生活を支援する『相談支援』 

   ⑤障がい児に対する入所や通所の支援をする『障がい児支援』 

 

 

① 訪問系サービス 

 

 

 

 

 

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 対象 区分 

介 
 

護 
 

給 
 

付 

居宅介護 
(ホームヘルプ) 

自宅で入浴や排泄、食事の介護等を行い

ます。 

（対象者：自宅で介護が必要な方） 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

区分１～６ 

重度訪問介護 

自宅において入浴、排泄、食事の介護、外

出時における移動支援などを総合的に行

います。 

（対象者：重度の知的・身体・精神障がい

者） 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

区分４～６ 

重度障害者等 

包括支援 

居宅介護などの複数のサービスを組み合

わせて、包括的に支援を行います。 

（対象者：寝たきり状態などの介護の必

要性がとても高い方） 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

区分６ 

行動援護 

外出時や外出の前後に危険を回避するた

めに必要な支援を行います。 

（対象者：知的障がいや精神障がいによ

り行動上の障がいがある方など） 

知的障がい 

精神障がい 
区分３～６ 

同行援護 

重度の視覚障がいがある方の移動時及び

それに伴う外出先において必要な支援を

行います。 

視覚障がい 
身体介護は

区分２以上 
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② 日中系サービス 

 

 

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 対象 

区分・利用期

間の制限等 

介 
 

護 
 

給 
 

付 

短期入所 
(ショートステイ) 

自宅で介護する方が病気の場合などに、

短期間、夜間も含め施設で入浴、排泄、

食事の介護等を行います。 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

区分１～６ 

療養介護 

医療機関で機能訓練、療養上の管理、看

護、介護及び日常生活のお世話を行いま

す。 

（対象者：長期の入院による医療ケアと

常時介護を必要とする方など） 

身体障がい 

難病等 
区分５～６ 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、

排せつ、食事の介護等を行うとともに、

創作活動または生産活動の機会の提供

をします。 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

区分３～６ 

(５０歳以上は

区分２～６) 

訓 
 

練 
 

等 
 

給 
 

付 

自立訓練 

「機能訓練」 

自立した日常生活または社会生活ができ

るよう、一定期間身体機能向上に必要な

訓練を行います。 

 

６５歳未満 

身体障がい 

難病等 

 

有 

（１８か月） 

「生活訓練」 

障がいの状況から自立生活が困難な方

に、地域生活に必要な生活能力向上のた

めの訓練を行います。 

６５歳未満

知的障がい 

精神障がい 

有 

（２４か月） 

就労移行支援 

一般企業への就労を希望する方に対し

て、一定期間、就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行いま

す。 

６５歳未満

の障がい者 

有 

（２４か月） 

就労継続支援 

「Ａ型（雇用型）」 

就労が困難な方に働く場を提供するとと

もに、知識や能力の向上に必要な訓練を

行います。 

６５歳未満

の障がい者 
無 

「Ｂ型（非雇用型）」 

企業での就労が困難な方、一定の年齢に

達している方などに働く場を提供すると

ともに、必要な訓練を行います。 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

無 

就労定着支援 

一般就労に移行した人に、就労に伴う生

活面の課題に対するための支援を行う。 

（利用開始：一般就労６か月経過後～） 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

有 

（３６か月） 
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③ 居住系サービス 

 

 

 

④相談支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 対象 区分等 

介 

護 

給 

付 

施設入所支援 
(障がい者支援施設  

での夜間ケア等) 

施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、

排泄、食事の介護などを行います。 

（対象者：夜間において介護が必要な方、

通所では自立訓練や就労移行支援の利

用が困難な方など） 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

区分４～６ 
(５０歳以上は

区分３～６） 

訓
練
等
給
付 

共同生活援助 
(グループホーム) 

夜間や休日に共同生活住居において日常

生活の支援を行います。 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

非該当～ 

区分６ 

自立生活援助 

施設入所支援や共同生活援助（グループ

ホーム）を利用していた人を対象として、

定期的な巡回訪問や随時の対応により、

円滑な地域生活に向けた相談・助言等を

行います。 

身体障がい 

知的障がい 

精神障がい 

難病等 

非該当～ 

区分６ 

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 対象 

相
談
支
援
給
付 

計画相談支援 

障害福祉サービスの利用を申請した者につ

いて、サービス等利用計画の作成や支給決

定後のサービス等利用計画の見直し（モニ

タリング）を行います。 

障害福祉サービスを利用

する障がい者 

地域移行支援 

 

住居の確保や体験宿泊、同行支援等地域生活

に移行するための支援・相談を行います。 

 

障害者支援施設等に入所

している障がい者 

精神科に入院している精

神障がい者 

地域定着支援 
常時の連絡体制を確保し、緊急に事態等に相

談や必要な支援を行います。 

居宅において単身等で生

活し、緊急時の支援が見

込めない障がい者 
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⑤障がい児支援 

 

 

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 対象 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 

未就学の障がい児やその家族に対して支援

を行い、日常生活動作の指導等の療育を行

います。 

未就学の障がい児 

医療型 

児童発達支援 

肢体不自由児に児童発達支援及び治療を行

います。 

肢体不自由があり、医学

的な管理が必要な障が

い児 

放課後等 

デイサービス 

就学中の障がい児に、授業の終了後又は夏

休み等の休日に、生活能力の向上のた 

めの訓練等の療育を行います。 

就学中の障がい児 

障
害
児
訪
問
支
援 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障がい等により外出が著しく困難な

障がい児の居宅を訪問し、発達支援を行い

ます。 

重度障がい児 

保育所等 

訪問支援 

保育所等を訪問し、集団生活への適応のた

めの専門的な支援等を行います。 

保育所や学校等、集団

生活を行うのに、支援

が必要な障がい児 

 

障

害

児

入

所

支

援 

福祉型障害児 

入所施設 

施設に入所している障がい児に対して、保

護、日常生活の指導を行い、生活に必要な知

識や技能を身につけます。 

施設に入所している障

がい児 

医療型障害児 

入所施設 

施設に入所または指定医療機関に入院し

て、治療を行うとともに、保護、日常生活の

指導を行い、生活に必要な知識や技能を身

につけます。 

医学的な管理等が必要

な障がい児 

相
談
支
援 

計画相談支援 

障害福祉サービスの利用を申請した者につ

いて、サービス等利用計画の作成や支給決

定後のサービス等利用計画の見直し（モニ

タリング）を行います。 

障害福祉サービスを利

用する障がい児 

障害児相談支援 

通所支援の申請にかかる給付決定の前の利

用計画案の作成や、支給決定後の事業者等

との連絡調整等や利用計画の作成を行いま

す。 

通所支援を利用する障

がい児 
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【地域生活支援事業】 

  地域の実情や利用者の状況に柔軟に対応し、効率的・効果的な事業を行うものです。 

   

種

類 
サービスの名称 サービスの内容 

地
域
生
活
支
援
事
業 

相談支援事業 

【自己負担 なし】 

障がいのある方、その保護者等からの相談に応じ、必要な情報の

提供等や権利擁護のために必要な援助を行います。 

コミュニケーション 

支援事業 

【自己負担 なし】 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのために意思疎通が

困難な方に、手話通訳や要約筆記者などの派遣等を行います。 

日常用具給付等事業 

【自己負担 １割】 

重度障がい者に対して、自立生活支援用具等の日常生活用具の給

付又は貸与を行います。 

移動支援事業 

【自己負担 １割】 

障がいのある方で、移動や外出が困難な方に対して、社会生活上

不可欠な外出及び余暇活動や社会参加のための移動の介助や、そ

れに伴う必要な介護を行います。 
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２．成果目標・見込量 

２－１．成果目標 

国及び県の基本指針を踏まえつつ、これまでの地域の実績及び実情に則し、令和５年

度を目標年度とした成果目標を設定します。 

 

■障がい者支援 

  

 

現行体系で福祉施設に入所している障がいのある人のうち、今後、グループホームや

一般住宅等への移行に関する成果目標を設定します。 

昭和村では、現時点で地域移行される見込みの方はいませんが、今後は、地域生活支

援拠点等の活用や、障害福祉サービスの利用など、地域での生活を望む障がい者のニー

ズに対応した支援に努めていきます。 

 

 

 

令和元年度末時点の施設入所者の６％以上が、令和５年度末まで地域生活に移行

することを目指す。また、高齢化・重症化を背景とし、令和５年度末の施設入所者

数を令和元年度末時点から１．６％以上削減することを目指す。 

 

 

 

＜目標値の設定＞ 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の 

施設入所者数 
3 人 令和元年度末の全施設入所者数 

【目標値】地域生活移行者数 
0 人 施設入所から GH等への地域移行者数 

0.0  ％ 
（割合については、地域生活移行者数を全入所者で

除した値） 

【目標値】削減見込者数 
0 人 令和 5年度末時点の削減見込者数 

0.0  ％ （割合については削減見込数を全入所者で除した値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

① 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
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障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機能（＝地

域生活支援拠点）の整備数と今後の運用状況の検証・検討回数の成果目標を設定しま

す。 

昭和村では、令和２年度より、金山町・三島町・柳津町・会津坂下町・会津美里町と

ともに「会津西武地域生活支援拠点」を整備しました。今後は、かねてより行っている

「障害福祉担当者勉強会（２か月に１度開催）」を拠点の運用状況を検証・検討する場

とし、地域の実情や障がい者のニーズに対応したサービスの提供が行えるよう、体制づ

くりを進めていきます。 

まずは、昭和ホームと生活支援ハウス（居住棟）を緊急時の受け入れや体験の場とし

て利用すること、昭和福祉会による障害福祉サービス（居宅介護）の提供を目標に、拠

点機能の充実に努めていきます。 

 

 

 

令和５年度末までに、各市町村または圏域に少なくとも１か所整備し、年一回以

上運用状況を検証・検討する。 

 

 

 

 

＜目標値の設定＞ 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の整備数 0 か所 令和元年度末時点の整備か所数 

【目標値】整備数 1 か所 令和 5年度末時点の整備か所数 

令和 2年 3月 31日時点の運用 

状況の検証・検討回数 
 0 回/年 令和元年度末時点の検証・検討回数 

 【目標値】検証・検討回数 6 回/年 令和 5年度末時点の検証・検討回数 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

②地域生活支援拠点等の機能の充実 
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就労移行支援事業等を通じて、令和５年度末までに福祉施設を利用している方や就労

移行支援事業を利用している方の一般就労への移行に関する成果目標を設定します。 

昭和村では、現在村外の就労継続支援事業所を利用している方や、一般就労へ移行し

た方がいます。今後も就労を継続していく、または一般就労に移行するために、事業所

との連絡調整や相談等の支援に努めていきます。 

村内の企業においても、障がい者の雇用が促進されるよう、啓発・広報活動を行い、

地域で自立して生活していくための選択肢を作っていけるよう努めていきます。 

 

 

 

令和５年度末に、福祉施設利用者のうち一般就労への移行者数を令和元年度の移

行実績の１．２７倍をすることを目指す。 

令和５年度末における就労移行支援事業から一般就労への移行者数を、就労移行

支援は１．３０倍以上、就労継続支援Ａ型は１，２６倍以上、就労継続支援Ｂ型は

１．２３倍以上と、それぞれ令和元年度末より増加することを目指す。 

令和５年度の一般就労移行者数のうち、７割以上が就労定着支援事業利用者であ

ることを目指す。 

令和５年度の就労定着率が８割以上となる就労定着支援事業所が、就労定着支援

事業所全体数の７割以上となることを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

③福祉施設から一般就労への移行等 
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＜目標値の設定＞ 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の一般就労移行者数 1 人 
令和元年度の就労移行支援事業等を通じた 

一般就労への移行者数① 

【目標値】一般就労移行者数 

1 人 
令和 5年度の就労移行支援事業等を通じた 

一般就労への移行者数② 

1.0   倍 （倍率） 

令和元年度の就労移行支援事業

を通じた一般就労移行者数 
1 人 

①のうち、就労移行支援事業を通じた一般就労

への移行者数 

【目標値】就労移行支援事業を 

通じた一般就労移行者数 

1 人 
②のうち、就労移行支援事業を通じた一般就労

への移行者数 

1.0  倍 （倍率） 

令和元年度の就労継続支援 A型

事業を通じた一般就労移行者数 
0 人 

①のうち、就労継続支援 A型事業を通じた一般

就労への移行者数 

【目標値】就労継続支援 A型事業

を通じた一般就労移行者数 

0 人 
②のうち、就労継続支援 A型事業を通じた一般

就労への移行者数 

- 倍 （倍率） 

令和元年度の就労継続支援 B型

事業を通じた一般就労移行者数 
0 人 

①のうち、就労継続支援 B型事業を通じた一般

就労への移行者数 

【目標値】就労継続支援 B型事業

を通じた一般就労移行者数 

0 人 
②のうち、就労継続支援 B型事業を通じた一般

就労への移行者数 

- 倍 （倍率） 

【目標値】一般就労移行者数のう

ち就労定着支援事業利用者数 

0 人 ②のうち、就労定着支援事業の利用者数③ 

- ％ ③／② 

令和元年度の就労定着率が８割

以上の事業所数 
0 

か

所 

就労定着支援事業所のうち、令和元年度の就労

定着率が８割以上の事業所数 

令和 5年度の就労定着支援事業

所数（見込） 
0 

か

所 
令和 5年度の就労定着支援事業所数（見込） 

【目標値】就労定着率が８割以上

になる就労定着支援事業所数 

0 
か

所 

令和 5年度の就労定着率が８割以上となる就労

定着支援事業所数 

- ％ 
（割合については、令和 5年度の就労定着率が

８割以上となる就労定着支援事業所数を令和 5

年度の就労定着支援事業所数で除した値） 
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相談支援体制の充実・強化に関する成果目標を設定します。 

昭和村では、市町村及び相談支援事業所への委託により相談支援事業を行っておりま

す。困ったときに相談できる人が欲しい、専門的な知識のある人から助言が欲しい、と

思っている方は多くいます。今後も引き続き、障がい者のニーズに対応できるよう、関

係機関等と連携をとりながら相談支援を行っていきます。 

 

 

 

各市町村または圏域で、相談支援体制の充実・強化に向けた体制を確保する。 

 

 

 

＜目標値の設定＞ 

 （１）障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の実施 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の実施の有無 1 令和元年度の実施の有無（有り：1,無し：0） 

【目標】実施の有無 1 令和 5年度の実施の有無（有り：1,無し：0） 

 （２）地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の指導・助言件数 0 回 令和元年度の指導・助言件数 

【目標値】指導・助言件数 0 回 令和 5年度の指導・助言件数 

 （３）地域の相談支援事業者の人材育成の支援 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の支援件数 0 回 令和元年度の支援件数 

【目標値】支援件数 0 回 令和 5年度の支援件数 

 （４）地域の相談機関との連携強化の取組の実施 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の実施回数 0 回 令和元年度の実施回数 

【目標値】実施回数 0 回 令和 5年度の実施回数 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

④相談支援体制の充実・強化等 
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障害福祉サービス等の質の向上に関する成果目標を設定します。 

現在障害福祉サービスを利用している方は、村外の事業所で提供されるサービスを利

用しています。昭和村では新たな体制の構築は難しい状況にありますが、昭和福祉会で

障害福祉サービスの提供ができるよう検討を進めています。今後も引き続き、障害福祉

サービスを円滑かつ適切に提供できるよう努めていきます。 

 

 

 

各都道府県や各市町村において、サービスの質の向上を図るための体制を構築す

る。 

 

 

 

＜目標値の設定＞ 

 （１）都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修への市町村職員の参加 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の参加人数 0 人 令和元年度の参加人数 

【目標】参加人数 0 人 令和 5年度の参加人数 

 （２）障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を活用し、 

事業所や関係自治体等と共有する体制 

項 目 数 値 考え方 

令和元年度の体制の有無 0 令和元年度の体制の有無（有り：1,無し：0） 

【目標】体制の有無 0 令和 5年度の体制の有無（有り：1,無し：0） 

令和元年度の実施回数 0 回 令和元年度の実施回数 

【目標】実施回数 0 回 令和 5年度の実施回数 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

⑤障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
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長期在院している精神障がい者が地域生活に移行するための成果目標を設定します。 

昭和村では現在該当する方はいませんが、そのような方がスムーズに地域生活に移行

するためには、関係機関との連携が不可欠です。保健・医療・福祉関係者等による自治

体内および圏域でのワーキンググループ等の協議の場に積極的に参加し、包括的かつ広

域的な連携体制の構築に努めます。 

また、長期在院者は依存症に苦しんでいる場合も多くあるため、依存症に対する理解

を深めるための普及啓発を行っていきます。 

 

 

 

精神障がい者の精神病棟から退院後１年以内の地域における平均生活日数３１６

日以上を目指す。 

精神病棟の１年以上入院者数を１０．６万人～１２．３万人にする。 

（平成３０年度の１７．２万人と比べて６．６万人～４．９万人減） 

退院率を３カ月後６９％以上、６カ月後８６％以上、1年後９２％以上とする。 

（平成３０年度の上位１０％の都道府県の水準） 

 

 

 

 

 

 

障がい者の重度化・高齢化や、障がい者を支える親の高齢化による「親亡き後」を見

据えた、成年後見制度の利用者数の成果目標を設定します。 

昭和村では、現在利用者はいませんが、今後制度の利用が必要となる人は１２名（高

齢・障がいあわせて）と推計されます。障がい者の権利を守るため、近隣町村と連携し

て、中核機関の設置や、協議の場を設けるなどし、成年後見制度利用のための体制を構

築し、利用促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦障がい者の権利擁護 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

⑥精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
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■障がい児支援 

 

 

 

障がい児支援のための施設・事業所の整備や、支援体制に関する成果目標を設定しま

す。 

昭和村では、新たな施設・事業所の整備は難しい状況にあります。医療的ケア児支援

の協議の場についても、現在は設けておりませんが、今後、保健・医療・福祉関係者等

による自治体内及び圏域ワーキンググループ等の協議の場に積極的に参加し、包括的か

つ広域的な連携体制の構築に努めていきます。 

 

 

 

令和５年度末までに、児童発達支援センターを各町村に少なくとも１か所設置す

る。 

保育所等訪問支援を利用できる体制を確保する。（事業所の整備等） 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービスを各

市町村に少なくとも１か所確保する。 

令和５年度末までに、各圏域及び各市町村において、保健・医療・障害福祉・教

育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等コ

ーディネーターの配置をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針に掲げる成果目標 

 

障害児支援の提供体制の整備等 
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〈目標値の設定〉 

１．児童発達支援センターの整備 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の整備数 0 か所 令和元年度末の整備か所数 

【目標値】整備数 0 か所 令和 5年度末までの整備か所数 

２．保育所等訪問支援事業所の整備 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の整備数 0 か所 令和元年度末の整備か所数 

【目標値】整備数 0 か所 令和 5年度末までの整備か所数 

３．重症心身障害児を支援する事業所の整備 

 （１）重症心身障害児を主たる支援の対象としている児童発達支援事業所  

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の整備数 0 か所 令和元年度末の整備か所数 

【目標値】整備数 0 か所 令和 5年度末までの整備か所数 

 （２）重症心身障害児を主たる支援の対象としている放課後等デイサービス事業所 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の整備数 0 か所 令和元年度末の整備か所数 

【目標値】整備数 0 か所 令和 5年度末までの整備か所数 

４．医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

 （１）関係機関の協議の場の設置 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の協議の場の数 0 か所 令和元年度末の整備か所数 

【目標値】協議の場の数 1 か所 令和 5年度末までの整備か所数 

 （２）コーディネーターの配置 

項 目 数 値 考え方 

令和 2年 3月 31日時点の配置数 0 人 令和元年度末の配置数 

【目標値】配置数 0 人 令和 5年度末までの配置数 
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２－２．障害福祉サービスの見込量 

これまでの各サービスの利用実績等を勘案した中で、令和５年度までの各年度におけ

る障害福祉サービスの必要量を次のとおり設定します。 

今後の事業者における新体系サービスへの移行状況を踏まえながら、障がいのある方

に適切なサービスを供給できるよう体制づくりに努めます。 

 

■障害福祉サービス 

※単位：1ヶ月あたり人・日 

 

 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪 

問 

系 

居宅介護 

重度訪問介護 

重度障害者等包括支援 

行動援護 

同行援護 

５サービスの合計 

６時間分 

２人分 

６時間分 

２人分 

６時間分 

２人分 

日 

中 

活 

動 

系 

生活介護 
６６人日分 

３人分 

６６人日分 

３人分 

６６人日分 

３人分 

自立訓練（機能訓練） 

（生活訓練） 

0人日分 

０人分 

0人日分 

０人分 

0人日分 

０人分 

就労移行支援 
0人日分 

０人分 

0人日分 

０人分 

22人日分 

1人分 

就労継続支援（Ａ型） 
0人日分 

０人分 

0人日分 

０人分 

0人日分 

０人分 

就労継続支援（Ｂ型） 
６６人日分 

３人分 

６６人日分 

３人分 

44人日分 

2人分 

就労定着支援 １人分 １人分 ０人分 

療養介護 ０人分 ０人分 ０人分 

短期入所（医療型） 
0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 

短期入所（福祉型） 
１５人日分 

１人分 

１５人日分 

１人分 

１５人日分 

１人分 

居 

住 

系 

自立生活援助 0人分 ０人分 ０人分 

共同生活援助（ＧＨ） 4人分 4人分 4人分 

施設入所支援 ３人分 ３人分 ３人分 
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  ※単位：1年あたり人 

■障害児福祉サービス 

※単位：１年あたり人・日 

 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相
談
支
援
関
連 

計画相談支援 ９人分 ９人分 ９人分 

地域移行支援 0人分 0人分 0人分 

地域定着支援 0人分 0人分 0人分 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障
が
い
児
支
援 

児童発達支援 
0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

医療型児童発達支援 
0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

放課後等デイサービス 
0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

保育所等訪問支援 
0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

居宅訪問型 

発達支援 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

0人日分 

0人分 

福祉型 

障害児入所支援 
0人分 0人分 0人分 

医療型 

障害児入所支援 
0人分 0人分 0人分 

障害児相談支援 0人分 0人分 0人分 

医療的ケア児調整コー

ディネーター配置人数 
０人 ０人 ０人 

保育所の利用を必要と

する障がい児数 

0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 

認定こども園の利用を

必要とする障がい児数 

0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 

放課後児童健全育成事

業を必要とする障がい

児数 

0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 

短期入所（医療型） 
0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 

短期入所（福祉型） 
0人日分 

0人分 

０人日分 

０人分 

０人日分 

０人分 
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２－３．地域生活支援事業の見込量 

 障がいのある方がその能力や適正に応じて自立した日常生活や社会生活を営めるよう

支援する「地域生活支援事業」の実施にあたっては、障がい者の心身や介護を行う方の

状況等を総合的に勘案し、必要とする福祉サービスが受けられるよう配慮します。 

 

■地域生活支援事業について 

   

 

 

 

 

 

 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相
談
支
援
事
業 

自立支援協議会 
（保健福祉審議会） 

実施有り 実施有り 実施有り 

相談支援事業 １箇所 １箇所 １箇所 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン

支
援
事
業 

コミュニケーション事業 0人 0人 0人 

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業 

介護訓練等支援用具 ０人分 ０人分 ０人分 

自立生活支援用具 0件 0件 0件 

在宅療養等支援用具 0件 0件 0件 

情報・意思疎通支援用具 0件 0件 0件 

排泄管理支援用具 １２件 １２件 １２件 

住宅改修費 ０件 ０件 ０件 
 

移動支援事業 
１人分 

１０８時間 

１人分 

１０８時間 

１人分 

１０８時間 
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【資 料 編】 
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１．昭和村保健福祉審議会委員名簿 

 
（任期：令和３年２月１８日～令和３年３月３１日） 

組  織 氏   名 備   考  

村議会議員 渡部 節雄 昭和村議会総務厚生文教常任委員長 

保健関係者 

渡邊 雅子 昭和村保健推進員会長 

渡辺 仁子 昭和村食生活改善推進員会長 

福祉関係者 

舟木 昌孝 昭和村社会福祉協議会長 

山川 一夫 昭和村民生委員協議会長 

本名 秀子 昭和村主任児童委員 

五十嵐 由美 昭和村主任児童委員 

医療関係者 

今井 一男 昭和村国保診療所所長 

福島 正義 昭和村国保診療所歯科長 

教育関係者 

馬場 政之 昭和村体育協会長 

安藤 裕明 昭和小学校長 

星 文行 昭和中学校長 

学識経験者 

渡部 喜一 昭和村老人クラブ連合会長 

齋藤 正雄 会津よつば農業協同組合昭和支店長 

栗城 登 昭和福祉会昭和ホーム施設長 

菅家 哲 昭和村商工会長 

行政の職員 小谷 尚克 福島県会津保健福祉事務所長 

その他村長が 

必要と認めた者 
鈴木 司 会津坂下警察署昭和駐在所 
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２．アンケート調査結果 

 

昭和村では、本計画の策定及び施策推進の基礎資料として使用するため、昭和村の管

理する身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者（介護保険制度にお

ける要介護認定を受けている者を除く。）本人または家族に対して、アンケートを実施

しました。ここではアンケートの集計結果を詳細に明示しています。（金山町・三島町・

柳津町と合同でアンケートを作成・実施しました。） 

 

障がい者数 アンケート回収数 有効回答数 回答率 

５３ ４０ ４０ ７５．４７% 

 

問１ お答えいただくのは、どなたですか。 

 

 

問２ あなたの年齢をお答えください。（令和２年４月１日現在。） 

 

 

31人

9人

１．本人

２．本人の家族

0人 4人

1人
1人

3人

4人

27人

１．１８歳以下

２．１９歳～２９歳

３．３０歳～３９歳

４．４０歳～４９歳

５．５０歳～５９歳

６．６０歳～６９歳

７．７０歳以上
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問３ あなたの性別をお答えください。 

 

 

問４ あなたは身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳をお持ちですか。 

 

 

問５ あなたのお住まいの地区はどこですか。 

 
 

20人20人 １．男性

２．女性

31人

6人

3人

１．身体障害者手帳

２．療育手帳

３．精神保健福祉手帳

3人

5人

8人

3人 3人

2人

5人

9人

2人

0人

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人
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問６ あなたはいま、どなたと一緒に暮らしていますか。 

 

 

問７ あなたはいま、どのように暮らしていますか。 

 

 

問８ あなたは今後、どのように暮らしていきたいですか。 

 

 

4人

21人

12人

0人

9人

0人 5人 10人 15人 20人 25人

１．父母・祖父母・兄弟

２．夫または妻

３．こども

４．その他

５．いない（ＧＨ・施設）

35人

3人

2人

0人

0人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人

１．自宅

２．グループホーム

３．福祉施設

４．病院

５．その他

34人

0人

2人

4人

0人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人

１．今のまま

暮らしていきたい

２．施設で

暮らしていきたい

３．自分の家やアパートで

一人暮らしをしたい

４．家族と一緒に

暮らしたい

５．その他
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問９ あなたがいま困っていることはありますか。（複数回答あり） 

 
 

3人

0人

2人

11人

6人

20人

11人

6人

3人

2人

2人

1人

2人

12人

5人

3人

5人

6人

2人

11人

0人 5人 10人 15人 20人 25人

1．介助をしてくれる

人がいない

２．急用時、介助して

くれる人がいない

３．仕事がない

就学できない

４．生活に十分な

収入がない

５．趣味や生きがいを

もてない

６．自分の健康や

体力に自信がない

７．家族の健康状態が

不安

８．体や心の成長が

心配

９．好きなこと以外は

関心や興味がない

１０．近所の人との

関係が苦手

１１．通学・通院の

交通手段がない

１２．入所できる

施設がない

１３．相談できる人が

いない

１４．将来どのように

生活するか不安

１５．親が亡くなったあとで

自分で生活できるか不安

１６．必要な情報やサービス

等が得られない

１７．いろいろな人と

話すことが苦手

１８．社会や地域に

参加することが苦手

１９．その他

２０．特に困っている

ことはない



  ~ 47 ~ 

問１０ あなたは悩みがあったとき、誰に相談していますか。（複数回答あり） 

 
 

問１１ あなたが外出するときの交通手段はなんですか。（複数回答あり） 

 
 

32人

4人

10人

8人

0人

1人

6人

0人

3人

2人

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人

１．家族

２．近所の人

３．親戚の人

４．友達

５．学校の先生

６．相談支援事業所の人

７．医師や看護師

８．保健師

９．その他

１０．特にいない

9人

0人

3人

3人

20人

15人

10人

0人 5人 10人 15人 20人 25人

１．徒歩

２．車いす

３．自転車

４．バス・列車

５．自家用車

（自分で運転）

６．自家用車

（自分以外の人が運転）

７．施設や病院など

による送迎
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問１2 一人で外出ができない場合、どのように外出していますか。（複数回答あり） 

 

 

問１３ あなたはこれから、どのような支援があればよいと思いますか。（複数回答あり） 

 

4人

19人

2人

3人

0人 2人 4人 6人 8人 10人 12人 14人 16人 18人 20人

１．福祉サービス

２．家族などの付き添い

３．友達やボランティア

４．その他

21人

9人

11人

21人

13人

13人

10人

7人

4人

4人

11人

3人

0人 5人 10人 15人 20人 25人

１．ご自宅に暮らしながら

医療ケアなどが適切に

得られること

２．障がいを持つ人にも

適した住居の確保

３．ご自宅で暮らしていくために

必要なサービスが適切に

利用できること

４．通院や病院にかかる

お金など金銭的な負担が

軽くなること

５．困ったときに相談できる人や

場所があること

６．専門的な知識のある人に

相談や助言が受けられること

７．近所の人など周囲の人の

障がいについて理解があること

８．町や村からの訪問

９．運転の代行

１０．建物のバリアフリー

１１．除雪の支援

１２．その他
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要望や普段感じていることなど自由に記載してください。 

・障がい者施設（車いすで利用できるバリアフリーの施設）を増やしてほしい。 

・家族と同居しているため低年金でも保険料が高い。収入に応じた料金にしてほしい。 

・村の中にいてもやることがないのでつまらない。 

・昨年のような浅雪であれば心配ないが、大雪であれば除雪が大変。 

・障がいのあるなしに関わらず、様々な人が共生して生活できることが大切だと思う。 

・行政には色々と支援していただき感謝している。 

・自分用の農作業や食事、除雪機の利用などそれぞれ一人でやっているが、 

年とともに自信がなくなってきた。 

・障がいの持っていない方と持っている方との会話が大変。 

・除雪や運転はできるので、乗れる除雪機の貸し出しがあればありがたい。 

・障がい者本人と家族が感じている困りごとはちがう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


